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 我が国の人口は戦後一貫して増加を続け、昭和 45 年の国勢調査において 1 億人の大台を
突破したものの、平成 20 年の 1 億 2,800 万人をピークに減少が続いている。その中でも、
人口減少と並んで注目すべきは生産年齢人口と老齢人口の推移である。これら 2 つの人口
の推移を見てみると、生産年齢人口は平成 7年の国勢調査を境に減少し続けている一方で、














































第１章 少子高齢化の進行と地方自治体の経常的経費 1 
 


























としては、人口 5 万人～10 万人程度の中小都市が適当と考えられることを指摘する。 
続いて 2 節では、公共サービスに対する需要が所得や公共サービスに関する単位費用負
1 本章の内容は、中川(2015)に基づいている。 































ている人口 5 万人以上 10 万人未満の中小都市においては、「選択対象が 1 次元の連続した
変数」でなければならないという条件を満たしていると考えられる。 
 第 2 に「すべての投票者の選好が単峰型」との前提であるが、これについては、図表 1－
1 が示すとおり、公共支出（ないしは公共サービス）と私的消費（の合成）財に関して、通
3 各自治体で執行される選挙の選挙権は、地方自治法第 18 条において「引き続き 3 カ月以上市町村区
域内に住所を有する者」との規定があるが、本稿においては当該居住要件を加味しないものとする。
また、公職選挙法の改正により平成 28 年度に実施された参議院選挙から選挙権年齢が 18 歳に引き
下げられたが、本章で行う推計のベースとなる国勢調査の実施年が平成 22 年であるため、ここでは
当時の選挙権年齢の 20 歳を採用している。 
4 人口規模は、平成 22 年国勢調査の結果による。 
7 
常右下がりで原点に対して凸であり、かつ右上に位置するほど高い効用水準に対応する無
差別曲線で表わされる選好を各有権者が抱いていると仮定することで充たされるだろう。   
 





第 3 に「どの投票者も 2 つの選択肢について自由に投票できる」との前提であるが、こ
れは市長選挙における候補者は二人に絞られることが多く、かつ選挙のたびに有権者のニ
ーズ（歳出規模）により近い提案を行った候補者が当選することを考えると、前提を充たし










































が右上にシフトしていく場合、A 点から B 点への移動に表わされるように、所得の増加と
共に公共財の最適消費点も右上に移動すると考えられる一方で、所得水準がある程度高く



















5 総務省が発表した平成 23 年 4 月執行の第 17 回地方選挙結果調によると、当該市長選挙の競争率は






























































図表 1－3 は人口 5 万人以上 10 万人未満の全国 272 都市のデータをプロットした散布図で




であるが、図表 1－4 は、人口 5 万人以上 10 万人未満の全国 272 都市のデータをプロット
した散布図である。 
 




図表 1－4 をみると、272 都市の「20 歳以上平均年齢」はおよそ 47.5 歳～60.0 歳の間に
分布しており、「住民一人当たり経常的経費」との相関を見ると正の相関を示している。ま
た、その相関係数は 0.706 と図表 1－3 の「納税者一人当たり所得」の相関係数－0.517 を
上回っていることがわかる。以上の検証結果から、少なくとも本稿で分析の対象としている










































 (1)   𝑈𝑖 = 𝑈𝑖（𝑥𝑖 , 𝑞𝑖; 𝑎𝑖） 







 (3)   𝑞𝑖 = 𝑛
















































































 (13) 𝑙𝑛𝐸＝𝑙𝑛𝑏 + (1 + 𝛽)𝑙𝑛𝑏′ + 𝛼𝑙𝑛𝑦𝑚 + 𝛾𝑙𝑛𝑎𝑚 + 𝛽𝑙𝑛(1/𝑟𝑛h) 




































ら、(1 + 𝛽)𝜒は負の符号を持つと考えられる。 
7 各説明変数のデータは、次の調査データを使用している。 
  国勢調査（平成 22 年）：人口（𝑛）、人口密度（𝐷𝑁）、20 歳以上中位年齢（𝑎𝑚）、世帯数（𝑛h） 
市町村決算状況調（平成 22 年度）：公務員平均給与水準（𝑊𝑃）、経常収支比率（𝑟） 









(14)   𝛼：不明（負の可能性あり）、－1＜𝛽＜0 、𝛾＞0 、0 ≦ 𝛿 ≦ 1 、𝜃＞0 、𝜒＜0 
 
以下では、人口 5 万人以上 10 万人未満の 272 市町村のデータを用いて、(13)式の経常
的経費決定式を OLS により推計した結果を示す。なお、定係数推定値の下（ ）は t 値、
定係数推定値に付された※※は、当該推計値が 5％水準で有意であることを示している。 
 
 (15)  𝑙𝑛𝐸＝2.974 − 0.181𝑙𝑛𝑦𝑚 + 0.543𝑙𝑛𝑎𝑚 − 0.363𝑙𝑛(1/𝑟𝑛h) 
       （2.464） （－2.914） （3.343）  （－4.483） 
 +0.323𝑙𝑛𝑊𝑃 − 0.088𝑙𝑛𝐷𝑁 + 0.652𝑙𝑛𝑛 （𝑅2＝0.779） 
                 （2.800）  （－8.388） （7.294） 
 















※※ ※※ ※※ ※※ 
※※ ※※ ※※ 
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9 個人市民税が地方税収全体に占める割合については、総務省「市町村別決算状況調」の平成 23 年度
から平成 25 年度のデータを用い、市民税個人分の税額（全国計）を地方税額全体（全国計）で除し
て算出。また、給与所得者が納付する個人市民税額が個人市民税額全体に占める割合は、総務省「市





























 本章の以下の構成は次のとおりである。まず 1 節では、年齢階級別、男女別、雇用形態
別の「給与所得者が納付する個人市民税額」の将来推計を行う方法を説明する。続く 2 節








の 4 都市の「給与所得者が納付する個人市民税額」の将来予測を示す。 
 
１ 給与所得者が納付する個人市民税額の推計手順 









































 推計において必要となる統計類は、総務省「国勢調査（平成 22 年）」、「労働力調査（平
成 22 年）」、「家計調査（平成 22 年）」、「市町村税課税状況等の調（平成 22 年度）」、厚生









 次に、上記フローチャートで示された各 Phase の推計方法について詳細な説明を行う。 
 
＜Phase1＞ 
























 まず、「賃金構造基本統計調査（平成 22 年）」における「民営＋公営、正社員・正職員計、



































める方法は次のとおりである。本章ではまず「家計調査（平成 22 年）」の「人口 5 万人以
上の市・二人以上の勤労者世帯」における「年間収入階級別１世帯当たり１か月間の収入と
支出」の「勤め先収入（𝑦𝑖）」と「個人住民税（県民税含む）（𝑡𝑖）」データを収集し、次のよ
うな相関関係を OLS によって推計する 14。 
 
(16)   𝑡𝑖＝－12620.9+0.064482𝑦𝑖 （𝑅
2＝0.9877）  
       （－13.665）（34.727） 
 
 ただし、定数項と推定値の下の（ ）内の数値は t 値を表しており、𝑅2は自由度修正済み










































の程度が多様である愛知県内の人口 5万人以上 10満人未満の 4都市についてこの推計方法
を適用し平成 23 年度の税収を推計することで、推計値が同年度の決算値とどの程度一致す
るか検証する。その上で、1 節の推計方法を平成 28 年度～平成 53 年度間における 5 年刻
みの年度に適用し、高齢化が進行した際の 4 都市の「給与所得者が納付する個人市民税額」
の将来予測を行う。なお、推計対象として取り上げた 4 都市は図表 2－2 の通りである。 
 まず第 1 として、平成 22 年の国勢調査において全地方自治体の中で平均年齢が最も若






国勢調査では就業者のおよそ 50％が第 2 次産業に従事しており、名古屋市への就業率は
8.7％と低いことから、都市類型としては「地方独立型」と言える。 
次に第 3 として、愛知県内で最も高齢化が進んでいる蒲郡市を取り上げる。平成 22 年の





て名古屋市近郊にも関わらず第 1 次産業の従事者が 10％を超えているが、名古屋市への就
業率が 20％を超えるため、都市類型としては「大都市郊外型」と言える。 
 
図表 2－2 将来推計対象となる愛知県内の都市区分 15 















（出所）総務省「平成 22 年国勢調査」を基に筆者作成 
 
 以上の 4 都市について、平成 22 年の「国勢調査」、「労働力調査」、「賃金構造基本統計調
査」、「市町村税課税状況等の調」、「家計調査」のデータを用いて、1 節で紹介した手順に従
って平成 23 年度の「給与所得者が納付する個人市民税額」を推計した結果は、図表 2－3 の
「推計値」欄に示したとおりである。なお、給与収入額を算出するための各種統計データが
平成 22 年のものであるのに対し、税収の推計値が平成 23 年度になっているのは、個人市
民税の算定が、前年所得に基づいているためである。また、「賃金構造基本統計調査」に記
載されている全国ベースの給与水準を各自治体ベースに換算するために用いる「所得係数」
は、長久手市が 1.24、知立市が 1.08、蒲郡市が 0.89、愛西市 0.90 がであった。 
15 各都市の常住就業者中、名古屋市に通勤している者の割合を｢名古屋市就業率｣としている。また、平







図表 2－3 平成 23 年度給与所得者が納付する個人市民税額の推計値と決算値 
 
給与所得者が納付する個人市民税額（千円） 
長久手市 知立市 愛西市 蒲郡市 
推計値 3,067,432 3,842,017 2,596,190 3,330,289 
決算値 2,979,069 3,810,991 2,452,004 3,273,329 
誤 差 3.0％ 0.8％ 5.9％ 1.7％ 















とし、使用する人口データは平成 27、32、37、42、52 年の将来推計人口である。 
以上のデータを用いて算出した 4 都市の高齢化が進行した際の「給与所得者が納付する


































長久手 知立 愛西 蒲郡(千円) 















18 長久手市では、平成 28 年 11 月現在 3 つの区画整理事業を施行している。 
27 
























内の 4 つの中小都市を例にとり「経常収支比率」の将来推計を行う。 
 なお推計の結果としては、名古屋市の郊外に位置し現状では中小都市の中で最も住民の
高齢化率が低く良好な財政状態を示している長久手市においても、「経常収支比率」は平







 本節では、中小都市における市税収入および経常的経費につき、平成 22 年度を基準とし
30 年後の平成 52 年度までの間の 5 年ごとの数値を推計する方法について説明する。 

































  (17)    𝑙𝑛𝑡𝑚＝𝑙𝑛(1/𝑟𝑛h)＝－0.671 + 0.463𝑙𝑛𝑎𝑚－1.004𝑙𝑛𝑛 （𝑅2＝0.780） 











谷（2010）および中井（2007）を参考に平成 22 年の国勢調査において人口が 5 万人以上
10 万人未満であった 272 都市について、各都市の人口と面積を使用し、1 人あたり基準財
政需要額を求める回帰式を OLSにより推計する。推計した回帰式は以下のとおりである 21。 
 
(18)   ln(一人当たり基準財政需要額)＝7.122－0.240 ln (人口)＋0.143 ln (面積)   
(16.539)  (―6.187)   (24.260) 
(𝑅2＝0.693) 
 





20 総務省 HP：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html 
21 中井・齊藤・堀場・戸谷（2010）および中井（2007）で使用する回帰式では対数変換した人口の 2







 次に基準財政収入額の将来推計方法についてであるが、こちらも同様に平成 22 年の国勢













































のデータや税収推計値算出の基礎データを収集した平成 22 年度とすることとする。 
 まず、1 節および 2 節で解説した市税収入および普通交付税の将来推計を行うこととす
る。ここでは、第 2 章で取り上げた愛知県内の 4 都市（図表 2－2 参照）を抽出し、本章で
述べた推計方法がどのようなタイプの中小都市においても適用可能であり、いずれの都市
においても将来推計値が得られることを示す。 
市税収入および普通交付税額について、1 節および 2 節の推計方法に従って算出した 4 都


















長久手市 8,916,953 8,952,434 －0.4 218,755 0 2.4 
知立市 11,400,644 11,173,197 2.0 0 46,732 －0.4 
愛西市 7,375,540 7,176,804 2.8 4,346,544 4,602,453 －1.7 
蒲郡市 13,537,760 13,130,842 3.1 1,135,979 1,882,929 －4.4 
（出所）中川（2016b）より抜粋 
 
23 普通交付税の誤差の計算においては、通常の誤差の計算方法では推計値が 0 となった場合、交付団
体であると誤差が 100％となってしまうため、ここでは推計値と決算値の差を標準財政規模で除し
たものを誤差と定義している。 
なお、各都市の平成 22 年度標準財政規模は以下のとおり。長久手市 9,219,081 千円、知立市
11,619,317 千円、愛西市 14,980,767 千円、蒲郡市 16,815,818 千円。 
また、各都市の｢給与所得者税額割合｣は、次のとおり。長久手市 34.4%、知立市 33.7%、愛西市 
35.2%、蒲郡市 24.6%。 
32 
 図表 3－1 の推計結果をみると、いずれの都市についても市税収入および普通交付税額と
も 5％以内の誤差にとどまっていることから、当該推計方法は人口 5 万人以上 10 万人未満
の中小都市においては、市税収入および普通交付税額の推計方法として一定の妥当性を持
つものと判断できる。 
 以上により、1 節および 2 節の将来推計方法を用いて行った平成 22 年度から平成 52 年
度の間の市税収入および普通交付税収入額の将来推計結果は図表 3－2 のとおりである。 
 
図表 3－2 市税収入および普通交付税額将来推計値一覧 
  
長久手市 知立市 
税収 交付税額 合計額 税収 交付税額 合計額 
H22 8,916,954 218,755 9,135,709 11,400,644 0 11,400,644 
H27 9,525,362 106,457 9,631,819 11,524,785 0 11,524,785 
H32 9,984,898 0 9,984,898 11,590,227 0 11,590,227 
H37 10,167,978 61,411 10,229,389 11,431,280 0 11,431,280 
H42 10,089,402 287,953 10,377,355 11,053,008 6,383 11,059,391 
H47 9,788,886 651,863 10,440,749 10,549,938 341,249 10,891,187 
H52 9,476,567 982,091 10,458,658 10,061,150 629,825 10,690,975 
  
愛西市 蒲郡市 
税収 交付税額 合計額 税収 交付税額 合計額 
H22 7,375,540 4,346,544 11,722,084 13,537,761 1,135,979 14,673,740 
H27 6,993,785 4,474,961 11,468,746 13,101,716 1,339,280 14,440,996 
H32 6,794,437 4,398,037 11,192,474 12,785,470 1,363,527 14,148,997 
H37 6,555,078 4,278,620 10,833,698 12,361,346 1,410,990 13,772,336 
H42 6,149,302 4,246,570 10,395,872 11,776,145 1,547,427 13,323,572 
H47 5,641,483 4,276,623 9,918,106 11,073,241 1,754,536 12,827,777 
H52 5,267,019 4,199,901 9,466,920 10,450,325 1,877,737 12,328,062 
（出所）中川（2016b）より抜粋 
 





に年功賃金は 50 歳～55 歳を頂点としてその後減少していくため、人口のボリューム層が
55 歳を過ぎた平成 42 年ごろから市税収入の減少が起こり、それに伴って普通交付税額が
増加することが見て取れる。また、税収と交付税の合計額は、平成 52 年までは安定的に上
昇することとなる。 
次に知立市については、長久手市と同様に高齢化率が 16.6％と低いため、平成 32 年まで
は順調に市税収入が増加する傾向が読み取れる。 
















1 節の推計方法に従って算出した 4 都市の平成 22 年度についての推計値と決算値との誤
差は図表 3－3 のとおりである。推計結果をみると、長久手市についてのみ他の 3 都市に比
べ誤差が大きくなっているものの、他の 3 都市については誤差が 2％以内にとどまっている
ことから、当該推計方法は人口 5 万人以上 10 万人未満の中小都市においては、経常的経費
の推計方法として一定の妥当性を持つものと判断できる 24。 
 













長久手市 10,571,896 9,692,383 9.1 
知立市 14,227,540 14,483,375 －1.8 
愛西市 14,694,571 14,690,286 0.0 
蒲郡市 19,005,407 19,262,329 －1.3 
（出所）推計結果および平成 22、23 年度市町村別決算状況調 
 
以上により、1 節の将来推計方法を用いて行った平成 22 年度から平成 52 年度の間の経
常的経費の将来推計結果は図表 3－4 のとおりである。 
 
図表 3－4 経常的経費の将来推計値一覧 
 長久手市 知立市 愛西市 蒲郡市 
H22 10,571,896 14,227,540 14,694,571 19,005,407 
H27 11,502,254 14,088,902 15,232,411 19,242,998 
H32 12,097,246 14,387,938 14,857,591 18,908,599 
H37 12,698,187 14,594,578 14,387,227 18,453,030 
H42 13,168,058 14,678,855 13,965,714 17,953,958 
H47 13,541,122 14,670,500 13,690,449 17,574,722 




















 最後に、図表 3－2 および 3－4 の推計結果を用いて行った 4 都市の経常収支比率の将来
推計結果は、図表 3－5 のとおりである。 
  



















H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52






化と人口増が進捗することから、当初 81％程度であった経常収支比率は 97％とおよそ 15











次に愛西市についてであるが、平成 27 年から平成 42 年にかけて 95％程度での推移が続
くものの、最終的には若干上昇し 100％を上回る経常収支比率となる。愛西市の今後 30 年
間の歳入と歳出の変化を見てみると、人口減少に伴う歳出減が－4.7 ポイントであるにもか





最後に平成 22 年時点でもっとも高齢化率が高い蒲郡市についてだが、蒲郡市は 4 都市の
中でもっとも経常収支比率の悪化の割合が小さく、今後 30 年間の歳入と歳出の変化の差も















































 本節では、第 3 章で解説した経常収支比率の将来推計に関して、子育て支援施策等によ
って女性の就業環境が改善した場合の長久手市における市税収入増加の程度について検証
する。 
   












































図表 4－2 愛知県内 4 都市における年齢階級別就業率 
 













長久手市 知立市 愛西市 蒲郡市
40 
就業率の高い 25～29 歳の年齢階級における女性の就業率が 55～59 歳まで維持されるもの
とする場合、どの程度市税収入に影響を及ぼすのか検証することとする。なお、就業率の改
善イメージは図表 4－3 のとおりであり、平成 32 年から平成 52 年までの 20 年間にかけて
平成 52 年の数値と平成 32 年の数値の差分を 20 等分し、その 20 分の 1 ポイントにあたる
就労率が毎年改善されるものと想定する。 
 









り平成 33 年から平成 53 年の間に追加的に得られる市民税収はおよそ 74 億円であるため、










平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年
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 以上の推計結果を基に、第 3 章で行った推計方法を用いて女性の就業環境が改善した場
合の普通交付税の将来推計を行った結果が図表 4－5 である。 
 
図表 4－5 長久手市における女性の就業環境改善による税収と普通交付税の推移（千円） 
  
女性の就業環境改善前 改善後 差額 
税収 交付税額 合計額(A) 税収 交付税額 合計額(B)   (B－A) 
平成 23 年 8,952,434 0 8,952,434 8,952,434 0 8,952,434 0 
平成 28 年 9,525,362 106,457 9,631,819 9,525,362 106,457 9,631,819  0 
平成 33 年 9,984,898 0 9,984,898 9,984,898 0 9,984,898  0 
平成 38 年 10,167,978 61,411 10,229,389 10,351,683 0 10,351,683  122,294 
平成 43 年 10,089,402 287,953 10,377,355 10,453,576 0 10,453,576  76,221 
平成 48 年 9,788,886 651,863 10,440,749 10,309,881 233,504 10,543,385  102,636 




















平成23年 平成28年 平成33年 平成38年 平成43年 平成48年 平成53年
女性の就業環境改善前 改善後





善後においては、交付のタイミングが 10 年間繰り延べされ、平成 48 年から経常的に交付
される推計結果となっている。また、市税収入と普通交付税額を合計した経常収入額につい
ても、1 億円程度の増収となっている。 
 では、本節の最後に図表 4－3 に示したような女性の就業環境改善を達成するため、保育
園の整備を例に挙げ、どの程度の費用が必要であるか、また追加的に得られる市民税収でそ
の費用がカバーできるのか検証することとする。図表 4－6 は、図表 4－3 の想定に従い就
業環境改善前後でどの程度フルタイムで就業する女性が増加したのか示したものである
（保育園を主に利用する 25～39 歳の年齢階級を黒線で囲っている）。 
 
図表 4－6 就業環境改善で追加的に就業する女性の数と保育ニーズの推移（長久手市／人） 
  H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 
15～19 歳 0  0  0  0  0  0  0  
20～24 歳 0  0  0  0  0  0  0  
25～29 歳 0  0  0  0  0  0  0  
30～34 歳 0  0  0  57  110  168  226  
35～39 歳 0  0  0  71  142  208  282  
40～44 歳 0  0  0  61  119  180  233  
45～49 歳 0  0  0  55  101  148  199  
50～54 歳 0  0  0  64  108  149  193  
55～59 歳 0  0  0  51  132  167  204  
60～64 歳 0  0  0  0  0  0  0  
(25～39 歳)新規増加数(A) 0 0 0 128 195 266 340 
(保育ニーズ)新規増加数(B) 0 0 0 128 124 180 242 
（出所）推計結果より筆者作成 
 
 なお、図表 4－6 には同コーホートによる人数の重複を排除し、各年において新規に就業




算すると、経常経費は平成 32～52 年の累計でおよそ 52 億円であり、一方の保育料は 19 億














たものが図表 4－7 である。 
 
図表 4－7 長久手市における女性の就業率 
 15 歳以上 生産年齢 
長久手市 49.9％ 57.1％ 
全国平均 44.7％ 57.5％ 
愛知県平均 47.9％ 59.0％ 
（出所）平成 22 年国勢調査より筆者作成 
 
 図表 4－7 を見てみると、平成 22 年の国勢調査で長久手市に居住する 15 歳以上の女性
のうち 49.9％は就業しており、同調査による全国平均（44.7％）や愛知県平均（47.9％）
の就業率と比較して若干高い数値であるように見える。しかしその一方、生産年齢（15 歳
～64 歳）で比較してみると長久手市が 57.1％であるのに比べ全国平均は 57.5％、愛知県
28 (A)については、例えば H37 で新たに就業した 30～35 歳の女性に関し、H42 の 35～39 歳の人数か
らは除き、新たにその年度に就業した女性のみをカウントしている。また、40 歳で保育ニーズがな
くなることとし、その分の定員は同年の新たな保育ニーズに充当されることと想定している。 
29 年間の 1 人当たり保育料を 25 万円、120 人定員の保育園の年間経常費用を 1 億円として計算。 
30 女性の就業環境改善に伴い、夫の配偶者控除が減額されることによる市民税収増額は 20 年間におよ
そ 2 億 9 千万円程度と推計されるが、本稿執筆時点で政府による女性の社会進出推進を目的とした 
44 







図表 4－8 長久手市における生産年齢人口（女性）の労働力状況 31 
 
（出所）平成 22 年国勢調査より筆者作成 
 
図表 4－8 を見ると、図表 4－2 にもあるとおり「主に仕事」との回答は 25～29 歳の年
齢階級を頂点としてその後徐々に低下していき、35～64 歳の年齢階級において 30～40％
















主に仕事 家事のほか仕事 通学のかたわら仕事 家事 通学









図表 4－9 長久手市における女性の就業地域 32 
 人数（人） 割合（％） 
15 歳以上人口（労働力状態）(a) 21,419 － 
 うち就業者(b) 10,688 (b/a)49.9 
  うち長久手市外で就業（c） 5,970 (c/b)55.9 
   うち名古屋市で就業（d） 3,746 （d/c）62.7 
内訳（名東区） 内訳（1,148） 内訳（19.2） 
（中区） （813） （13.6） 
（千種区） （452） （7.6） 
（中村区） （281） （4.7） 
（東区） （192） （3.2） 
（その他） （860） （14.4） 
   うち日進市で就業（c） 695 （c/a）11.6 
   うち尾張旭市で就業（d） 302 （d/a）5.1 
   その他（e） 1,227 （e/a）20.6 
（出所）平成 22 年国勢調査より筆者作成 
 
図表 4－9 は長久手市内に住む女性の就業地域を示したものである。まず、15 歳以上人



















表 4－10 は年齢階級別にその退職理由の割合を示している。 
 
図表 4－10 年齢階級別離職理由割合（全国）33 
(％) 
区 分 個人的理由 
  
結婚 出産・育児 介護・看護 その他の個人的理由 
女 77.6 3.0 3.2 1.8 69.6 
19 歳以下 90.5 0.1 0.4 0.0 90.0 
20～24 歳 88.6 1.6 1.2 0.8 84.9 
25～29 歳 82.9 9.8 8.2 0.4 64.5 
30～34 歳 83.6 5.5 7.6 1.3 69.1 
35～39 歳 77.4 4.3 6.6 1.3 65.2 
40～44 歳 77.2 2.7 2.7 1.7 70.1 
45～49 歳 75.7 0.5 0.1 3.9 71.3 
50～54 歳 75.3 0.3 - 7.5 67.5 
55～59 歳 75.5 - - 3.1 72.4 
（出所）平成 27 年雇用動向調査より筆者作成 
 


























図表 4－11 正社員を続けたかったが辞めた理由 34 
 











しさでやめた」と回答した人に聞いた具体的な理由の上位 5 つを抜粋。 
48 





















図表 4－12 子供の病気時の対応別日数／年間 35 
  男性（日） 女性（日） 
自分が仕事を休んだ 3.16  9.05  
配偶者・パートナーが仕事を休んだ 8.91  3.60  
病児・病後時保育を利用した 5.17  6.18  
ベビーシッター・ファミリーサポートセンターを利用した 12.00  13.72  
子の祖父母等親族に預けた 11.09  10.64  
知人・友人に預けた 3.62  2.74  
















 次に、図表 4－12 で示された対応方法について、どの程度の割合の親がその方法を選択
しているかを見ていくこととする。 
  
図表 4－13 子供の病気時の対応 
  男性（％） 女性（％） 
自分が仕事を休んだ 40.7 67.9 
配偶者・パートナーが仕事を休んだ 24.6 21.7 
病児・病後時保育を利用した 2.8 4.3 
ベビーシッター・ファミリーサポートセンターを利用した 1.8 2.1 
子の祖父母等親族に預けた 20.6 40.7 
知人・友人に預けた 1.3 2.3 

















モーションの 1 つとしても有効であると考えられる。 
まず、図表 4－14 は、株式会社三菱総合研究所が 2013 年に実施した「女性の働き方に
関するアンケート（20 歳～59 歳の全国の働く女性が回答／有効回答 2,061 件）」のうち雇
用形態別「仕事をしていく上で特に重要だと思う“女性の活躍”のための施策・取組」の
上位 5 項目を抜粋したものである。 
 

































































図表 4－15 25～44 歳の育児をしている女性の都道府県別有業率および三世代同居率 36 
 









































































が可能であると考えられている。図表 4－16 は 1995 年から 2014 年にいたるまでの間、
54 
朝日・産経・毎日・読売の新聞 4 紙に「シティプロモーション」という単語が登場した回
数を集計したものであるが、特に人口減少が始まったとされる平成 20 年（2008 年）前後
を境に急激にその数を伸ばしている状況が読み取れる。 
 






































図表 4－17 シティプロモーション 6 類型の具体的取り組み例 38 
目 的 具体的取り組み例や PR ポイント 
① 認知度を高める 大都市圏のラッピング車両 
② 情報交流人口の拡大 自治体による SNS やメールマガジン 
③ 定住人口の拡大 待機児童対策、教育水準の向上、安心安全
な街づくり、医療環境の充実 
④ 交流人口の増加 観光事業の実施 






⑥ 企業誘致 交通利便性、労働力人口、就業環境の周知 
（出所）筆者作成 
 







 まず、長久手市における人口構成の変化について概観することとする。図表 4－18 は社











 平成 22 年と 52 年を比較すると、生産年齢人口では働き盛りの 30 歳代の人口は男女計
で 2,000 人弱減少している一方で、定年を控えた 50 代の人口は男女計で 2,700 人増加し





















































































図表 4－20 子育て世帯の居住環境充実に効果的な項目 







 以上の点から、長久手市が行うシティプロモーションの「内容」として PR すべき項目
59 
を長久手市のホームページ等を参考に列挙してものが図表 4－21 である。 
 







・保育園 11 園、家庭保育室 2 園、事業所内保育所 1



















園が 4 園、公立小学校 1 校・公立中学校 1 校が開校している。これらは第 2 節でも指摘し

































































 第 3 章では、中小都市の市税収入に占める「給与所得者が納付する個人市民税の割合」が
年度間で安定していることを指摘した上で、第 2 章の結果を踏まえた市税収入の将来推計
方法を示し、併せて第 1 章で導出した経常的経費の決定式に将来推計人口から得られる将
来の中位年齢等を代入することで、第 2 章で抽出した 4 都市の市税収入及び経常的経費の
将来推計を行い、さらに住民一人当たりの基準財政需要額と基準財政収入額を求める推計
式を導出し、その差によって算出される普通交付税額の将来推計を行った。推計結果として
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